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④事務事業に関する課題・環境の変化 ⑤事務事業に対する住民からの意見等
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5,000
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③事務事業開始の経緯・事務事業の現状
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② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

高齢者が住みなれた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができようにする為に、どのような支援が必要かを把握し、地域における適

切なサービス、機関又は制度の利用に繋げる等の支援を行う。また、在宅介護等の相談に応じ、各種介護・福祉サービスの情報提供・総合調整を行

う、地域包括支援センターのブランチ的な機能をもつ在宅介護支援センターを運営（委託）する。委託先：社会福祉法人旭福祉会（やすらぎ園・やすら

ぎ園ひかた）、独立行政法人旭中央病院（東総園）、社会福祉法人旭市社会福祉協議会（旭市社会福祉協議会）、社会福祉協議会愛仁会（恵天堂）<

業務内容>①介護を要する高齢者の実態把握、②各種の高齢者サービスの広報及び利用についての啓発、③在宅介護に関する各種相談、④高齢

者福祉サービスの利用手続きの便宜を図ること等※相談については２４時間対応

地域における在宅の要援護高齢者およびその家族の在

宅介護に関する総合的な窓口として設置。（平成4年には

旧旭市において在宅介護支援センターを設置）

在宅介護支援センターに対応を依頼する際の情報提供

の方法や、対応の報告、問題が解決しない場合の地域包

括支援センターとの連携方法等が課題となる。

特になし
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施策の展開

地域包括ケアシステムの構築

平成２８年度

（今年度新たに取り組

む事項について記載）
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前年度同様、在宅介護支援センターの委託
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地域包括支援センターの民間委託に合わせ、廃止を含

めた在宅介護支援センターのあり方の検討を行なう。

在宅介護に関する総合相談や各種福祉サービス申請取次ぎ等

を行う在宅介護支援センターを委託により運営(委託事業所：や

すらぎ園、やすらぎ園ひかた、恵天堂、旭市社会福祉協議会、

東総園)

H28.2.5在宅介護支援センターとの連絡会議を開催
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在宅介護支援センターとの連絡会議

65歳以上の要介護高齢者及び要援護となるおそれ

のある高齢者並びに家族等

総合的な相談に応じ、必要な各種サービスを受けら

れるよう支援する
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介護保険法、旭市在宅介護支援センター運営事業実施要綱
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会計

事務事業評価シート 
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